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１．はじめに　

　厳しい経営環境が続く中、多くの企業では、商品の

コストダウンや開発期間の短縮、経営の可視化などの

経営課題を持ち、これらの経営課題の解決のために IT

によるソリューションの提供を IT ベンダーに求めて

いる。IT ベンダーは、顧客がその先の顧客（以下、最

終顧客と記述）から何を期待され、どのような価値を

提供しようとしているのかを理解した上で、顧客の課

題解決のために IT によるソリューションを提供する。

　情報サービス産業白書 2009 では、IT ベンダーは受

動的（肯定回答比率、IT ベンダー 67.7%、顧客 79.4%）

であり、半数近くの IT ベンダーは顧客企業の課題を把

握できていない（同、IT ベンダー 43.5%、顧客 45.6%）

という調査結果が報告されている。また、94%の IT ベ

ンダーは、能動的な姿勢への転換を目指していると報

告されている。そして、顧客の課題を把握した上で、

顧客の課題解決に向けた積極的な提案を行うと共に、

IT ベンダー自身の価値創造を行う活動の必要性が報告

されている。（情報サービス産業協会 , 2009）。

　同書では、総務省が定める情報サービス産業※１の

定義よりソフトウェア業（分類 391）と情報処理・

提供サービス業（分類 392）を IT ベンダーとしている。

本研究では、このITベンダーを研究の対象としている。

顧客の課題を把握し積極的な提案を行い、IT ベンダー

自身の価値創造を行う活動を実現するための有効な手

段のひとつが提案型営業である。Ｂ to Ｂ形態におけ

る一般的な営業活動は物品の提供と課題解決の提供に

大別されるが、本研究で対象とする IT ベンダーの提

案型営業は課題解決の提供にあたる。

　一般的な IT の営業コンサルティングは、自社の商

品やサービスを顧客に紹介する IT ベンダー視点の営

業活動である。一方、IT ベンダーの提案型営業は、既

存のものやサービスを提供する営業活動とは異なり、

インタラクティブなコミュニケーションを通じて顧客

の課題解決方法を、IT を手段として相互に作り上げて

いく活動である。経験豊かなシステムエンジニア（以

下、SE と記述）が関与する割合が高く専門性が必要

とされる営業活動であり、顧客へ提供した解決手段が

顧客知として汎用化され IT ベンダーの商品に反映さ

れる。このように、IT ベンダーの提案型営業は、一

般的な IT の営業コンサルティングとは異なり IT ベン

ダーの商品開発と密接に関連しているという特徴を持

つ。また、IT ベンダーの提案型営業は、無形資産を蓄

積する活動であり、強化された無形資産と商品を他の

顧客へ水平展開することが競争優位につながり IT ベ
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ンダーの持続的成長に寄与する。アメリカ生産性品質

センター（2000 年）は、顧客の課題を明確にするプ

ロセスの中で、顧客との関係性の強化に加え課題解決

能力などの無形資産が強化され、さらに課題の解決手

段としての商品が強化されるとしている。

　本研究では、IT ベンダーの提案型営業を「顧客企

業が自らの課題を明確化できずニーズを伝えられない

状況で、IT ベンダーが顧客企業の課題を把握しその

解決策を提案する営業活動」と定義する。IT ベンダ

ーの提案型営業においては、顧客の課題を解決し、同

時に IT ベンダーの無形資産と商品の強化を進めるよ

うな IT ベンダーの提案型営業の具体的な推進方法が

求められている。

　本研究は、顧客の課題を解決することによる顧客と

の関係性強化に加え、IT ベンダーの無形資産と商品

強化を図るための効果的な提案型営業のプロセスモデ

ルを明確にすることを目的とする。本論文では、第２

節で先行研究の調査・分析と研究の手順について述べ、

第３節で事例分析により提案型営業プロセスモデルの

作成を行う。そして、第４節でそのプロセスモデルの

適用と検証について述べる。

２．先行研究の調査・分析と本研究の手順

２．１　先行研究の調査・分析
　IT ベンダーを含む提案型営業に関する先行研究を

調査した。

　何を売るかではなく何を解決するかが重要であり、

そのためには、顧客が誰かを明確にし何が必要とされ

ているかについて仮説を打ち立て、具体的な提案を企

画しこれを実現することが必要であるとの指摘がある

（倉重，2004）。これは、顧客の課題を適切に把握す

ることの重要性を示している。

　また、次のような指摘がされている。営業活動は担

当者間のコミュニケーションに依存するため、活動は

個別の活動になりやすい（R. Kenneth, 1998）。このよ

うな特性を持つ営業活動においてソリューションを創

造するためには、企業と IT ベンダーの間で、他の企

業との連携を通じてマーケティングを戦略的に展開す

るパートナリングという考え方が重要となる（山梨 , 

2005）。その中で、満たされていないニーズを発見し

充足させるために社内のあらゆる職能を連携させる必

要がある（Kotler, 2004）。

　これらは、コラボレーションの必要性を示している。

さらに、次のような指摘がされている。ニーズ分析、

解決策の提案、解決策の実施、フォローアップの各ス

テップに分類し、優秀な営業パーソンが実際に行って

いる活動をもとに、組織としてのベストプラクティス

を構築することが必要である（恩蔵 , 2001）。効果的な

営業を進めるためには、データベースの一元化、プロ

セスの管理、チームでの営業の推進が重要である（高

嶋 , 2005）。そして、顧客とのコラボレーションや営業

活動を支援する方法として価値連鎖マップなどが提案

されている（小林・長田 , 2005）。これらは、提案型営

業の組織的な推進について述べられたものである。

　これらの先行研究は、営業活動の戦略的、組織的な

取組みへの移行の必要性を指摘しており、Ｂ to Ｂの

形態における効果的な提案型営業を推進するための要

因が示唆されている。そして、これらの先行研究は

IT ベンダーの提案型営業に特化したものではないが、

下記の点については IT ベンダーの提案型営業にも有

効な要因と考えられる。

１）顧客の課題を適切に把握すること。

２）コラボレーション（IT ベンダー対顧客、対社内、

　　対パートナー）により衆知を集めること。

３）提案型営業での顧客情報、進捗、課題を共有し、

　　組織として推進すること。

　一方、先行研究においては、顧客との関係性強化

に関しては多くの示唆があるが、IT ベンダーの無形

資産の強化や商品の強化により IT ベンダーの持続的

成長を目指すような効果的な提案型営業方法に関して

は、言及されていない。

　以下、本論文における「提案型営業」とは、上記

の IT ベンダーの提案型営業を示すこととする。また、

先行研究にあるような IT ベンダーに特化しない提案

型営業は、「既存の提案型営業」と表記する。

２．２　本研究の手順
　本研究の対象とするビジネスモデルは、Ｂ to Ｂで

ある。最初に、提案型営業における成功を定義し、こ

の定義に基づき文献から成功事例を抽出する。この際、

成功事例であることを確認するために、IT ベンダー

の無形資産と商品が強化されているかの分析を行う。

このような手順で抽出した成功事例について、どのよ

うな提案型営業を行ったかを具体的に分析する。そし

て、成功事例の提案型営業に共通するプロセスを抽出

し、２．１節の先行研究の調査・分析で述べた提案型

営業に有効な要因を実現するためのプロセスモデルを

作成する。

　次に、このプロセスモデルを、IT ベンダーである

Ａ社において提案型営業の活動に実際に適用し、有用

性と利便性の検証を行う。Ａ社は、売り上げ規模で約

1,000 億円の IT ベンダーであり、特にデバイスの製

造業を対象とした、開発、生産、販売に関するシステ

ムを得意分野としている。

３．事例分析
　　

３．１　事例分析の方法
　成功の条件に合致する事例を文献より抽出し、どの
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ような提案型営業を行っているかを分析して、提案型

営業のプロセスモデルを作成する。

３．１．１　成功事例の抽出
　本研究では、次の条件を満たすものを提案型営業の

成功と定義する。

（１）提案型営業を通じて受注を獲得している。

（２）IT ベンダーの売り上げが向上している。

（３）無形資産が強化されている。

（４）商品が強化されている。

　文献より、定義に従って成功事例を抽出する。まず、

（１）と（２）の条件（提案型営業を通じて受注を獲得し、

IT ベンダーの売り上げが向上）に合致する事例を文献

より抽出した上で、（３）と（４）の条件（無形資産

と商品の強化）を満たしているかを以下に述べる成果

分析で確認し、提案型営業の成功事例として抽出する。

３．１．２　成果分析の方法
　まず、顧客と IT ベンダーそれぞれの立場から、戦

略的な狙いと課題、アウトプット、成果、財務実績の

各項目について成果の概要を分析する。次に、IT ベン

ダーの立場から提案型営業を推進した結果、どのよう

な無形資産が強化されているのか、また、商品はどの

ように強化されたのかを詳細に分析する。その方法を

以下に述べる。

（１）IT ベンダーにおける無形資産の強化に関する分析

　提案型営業の推進の前後の IT ベンダーの無形資産

の状態を比較して、活動の結果どのような無形資産が

IT ベンダー内に蓄積されるかを整理する。長田らは、

無形資産をストック型リソースとして分類しており、

これを分析のフレームワークとして活用する（長田編， 

2001）。無形資産として、技術力、知識・情報・デー

タ、ビジネスパートナー（能力）、人（能力・モラール）、

組織（能力）、ステークホルダーとの関係性の各項目

について分析する。

（２）IT ベンダーにおける商品の強化に関する分析

　IT ベンダーの商品の状態を提案型営業の前後で比較

して、活動の結果どのように商品が強化されたかを整理

する。IT ベンダーの商品であるソリューションは、特

定の顧客へのカスタムメイドから多くの顧客を対象と

した汎用的なものまで存在する。本研究では、商品の状

態を、商品企画ステージ、商品開発ステージ、展開ステ

ージの３つと定義する。商品企画ステージでは、顧客の

個別ニーズに基づきカスタムメイドでソリューション

を作成する。商品開発ステージでは、ターゲットとする

市場の共通のニーズに対して汎用的なソリューション

を開発し、同一市場内で顧客数の増加を図り、市場内で

の拡大を目指す。展開ステージでは、開発したソリュー

ションを類似ニーズの市場へ展開するか、あるいは、保

有機能を別のニーズに展開することで、市場の拡大を図

り更なる顧客数の増加を図る。商品は、強化されること

で、商品企画から商品開発、そして展開へとステージが

上がる。このような視点で、提案型営業の結果、商品が

どのように強化されたかを確認する。

３．１．３　提案型営業のプロセス分析の方法
　成功事例において、成果を創出するためにどのよう

な提案型営業を行ったかという視点で、提案型営業の

プロセス分析を行い、提案型営業のプロセスモデルを

作成する。

　２．１の先行研究の調査・分析で、述べたように、恩

蔵は、既存の提案型営業のプロセスを、ニーズ分析、解

決策の提案、解決策の実施、フォローアップのステップ

に分類している。この分類を参考に、本研究では、提案

型営業のプロセスをマネジメントサイクルに当てはめ

て定義する。提案型営業のプロセスを、図１に示すよう
に Plan（経営戦略共有、課題形成、解決策の提案）、Do

（解決策の実施）、Check（結果の評価）、Act（分析と改善）

の各ステップと定義する。抽出した成功事例について、

上記の各ステップにおいて、顧客の期待は何か、そして、

顧客の期待に対して IT ベンダーの営業部門は開発部門

と連携してどのように行動したかを整理する。

　この分析内容から、提案型営業のプロセスモデルを

提示する。

３．２　事例分析の結果
３．２．１　データ抽出
　成功の定義の（１）と（２）の条件に従い、文献よ

り10事例を抽出した。顧客の業種は、製造、銀行、大学、

自治体、広告などである。また、納入商品は、財務会計、

営業支援、販売、セキュリティなどに関する情報シス

テムである。対象事例の一覧を表１に示す。

３．２．２　成果分析の結果
　抽出した 10事例について、成功の定義の（３）と（４）
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図１　提案型営業プロセスの分析のフレームワーク
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の条件（無形資産と商品が強化）を満たしているかを

各事例について確認した。

　最初に、各事例について成果の全体像を把握するため

に、顧客と IT ベンダーそれぞれの立場から成果の概要

分析を行った。その中から№ 1の学生の出席管理シス

テムの事例を表２に示す。この事例では、顧客は、既存
資産である学生カードを活用して導入コストと運営コ

ストを極力抑制したいという要望を実現し、IT ベンダ

ーは文教市場での商品開発と市場開拓を実現している。

　全ての事例について同様の分析を行い、抽出した全

事例が、顧客と IT ベンダーがそれぞれの立場で成果

を創出していることを確認した。次に、成果の詳細分

析として、IT ベンダーの無形資産と商品のそれぞれが

強化されているかの分析を行った。以降の事例分析結

果の説明では、№ 1の事例について全て説明を行う。

それに加えて他の１事例についても説明を行う。

（１）IT ベンダーにおける無形資産の強化に関する分析結果

　全事例に対して提案型営業の前後での IT ベンダーの

無形資産の変化を整理した。その結果、提案型営業の
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表１　文献から抽出した提案型営業の事例一覧　『日経ソリューションビジネス』より
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表２　効果分析　（抜粋：事例No1 の例）
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後で IT ベンダーの無形資産が強化されていることを確

認した。その中から№ 1の学生の出席管理システムと

№2の統合セキュリティシステムの事例を表３に示す。
　№ 1の学生の出席管理システムの事例では、文教市

場への商品開発と新規市場開拓を狙い、大学の出席管

理での現場ニーズをノウハウとして蓄積している。ま

た、コストを重視した特長ある提案を顧客に受け入れ

てもらい顧客との信頼関係が強化されると共に、実現

手段検討の中で、端末開発のビジネスパートナーとの

関係も強化されている。№ 2の統合セキュリティシス

テムの事例では、セキュリティ管理における利用者の

利便性と管理者の効率化に関する具体的ニーズを顧客

知として蓄積している。また、解決策の作成において、

社内パッケージの Edy カードへの対応により、顧客と

の信頼強化を図ると共に、Edy カードに関する技術力

が蓄積されている。また、活動を通して推進メンバー、

ビジネスパートナーとの関係性が強化されている。

表３　無形資産の強化（抜粋：事例No1, No2 の例）
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表４　商品の強化　（抜粋：事例No1, No3 の例）
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（２）IT ベンダーにおける商品の強化に関する分析結果

　商品企画、商品開発、展開の３つのステージを用い

て、提案型営業を行う前後での商品の状態を比較、分

析し、IT ベンダーの商品が強化されているかの確認を

全事例に対して実施し、全ての事例で商品が強化され

ていることを確認した。その中から№ 1の学生の出席

管理システムと№ 3の FAX 誤送信防止システムの事

例を表４に示す。
　№ 1の学生の出席管理システムの事例では、顧客の

個別のニーズを一般化し、その解決策として商品の機

能の汎用化を進めている。顧客の大学からの要望に対

して、出席管理のプロセスを徹底的に調査し、低コス

トでの実現を前提にニーズの絞り込みを行っている。

この調査により、顧客の大学の出席管理プロセスにお

けるニーズを文教市場のニーズとして一般化し、その

解決策である商品の開発に IT ベンダーとして先行投

資を行い、汎用的な機能を開発している。この事例で

は、取組み前は存在しなかった商品が、取組み後に、

商品開発ステージの商品として作成されている。№ 3

の FAX 誤送信防止システムの事例では、FAX の代替

機能について、OCR技術を応用して開発を行っている。

その結果、金融機関への商品展開を目指し、開発ステ

ージの商品が作成されている。

　以上の成果分析を行い、提案型営業の成功事例を抽

出している。

３．２．３　提案型営業のプロセス分析の結果
　３．１．３節で説明した提案型営業のプロセス（図１）
をフレームワークとし，各ステップにおける顧客の期

待とそれに対する IT ベンダーの営業の行動を全ての

事例について具体的に整理した。その中から№ 1の学

生の出席管理システムと№ 4の CRMシステムの事例
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表５　提案型営業プロセスの分析　（抜粋：事例No1, No4 の例）
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を表５に示す。
　№ 1の学生の出席管理システムの事例では、文教

市場への新規参入という明確な戦略の元で、顧客のニ

ーズを IT ベンダー社内で開発部門も含め広く共有し、

社内の協力体制を獲得し、営業担当だけでなく関連部

門が一丸となって推進している。№ 4の CRMシステ

ムの事例では、顧客の課題が導入後の CRMシステム

の活用促進と効果創出であることを把握した上で、現

場負荷を低減した導入方法と継続的な活用推進の方法

を提案している。

　提案型営業のプロセス分析の結果、先行研究から得

られた提案型営業に有効な要因について、成功事例で

も実施していることを確認した。

１）顧客の課題を適切に把握すること

：顧客の経営環境を確認した上で課題を展開し、顧客

の真のニーズを把握している。

２）コラボレーション（IT ベンダー対顧客、対社内、

対パートナー）により衆知を集めること

：顧客の課題の解決策と IT ベンダーの商品戦略とのす

り合わせを行っている。

３）提案型営業での顧客情報、進捗、課題を共有し、

組織としての推進すること

：顧客、IT ベンダー、競合の３者の視点から IT ベン

ダー内で情報共有し、組織として活動をしている。

３．２．４　提案型営業のプロセスモデルの作成
　３．２．３節で確認した提案型営業に有効な３つの要

因を基本に、プロセスモデルの案を作成した。次に、成

功の定義に基づいて抽出した事例の中で実施されてい

た内容を、顧客、IT ベンダーの営業部門、開発部門、

競合ごとに分類し、このモデル案に当てはめ、成功事例

における推進内容がきちんと説明できるかを確認した。

そして、説明できない部分についてモデルを修正すると

いう作業を繰り返し、プロセスモデルを完成した。

　以下に内容を説明する。横軸は、提案型営業プロセ

スの分析のフレームワークを採用しており、Plan（受

注までの経営戦略共有、課題形成、解決策の提案の各

ステップ）、Do（納入までの解決策の実施ステップ）、

Check（結果の評価ステップ）、Act（分析と改善ステ

ップ）からなる。また、各ステップの中に顧客、IT ベ

ンダー、競合の枠を設定し、IT ベンダーについては、

さらに営業部門と開発部門に分割し、各ステップにお

いて、顧客（Customer）、IT ベンダー（Company）、

競合（Competitor）の IT ベンダーから見た 3Cの視点

で状況を把握し、組織で共有できる形になっている。

　縦軸は、背景、目的、手段から成り、顧客の経営環

境と経営課題、そしてその解決手段としての情報シス

テムへと続く連鎖を表す。背景の欄では、顧客の経営

理念、ビジョン、戦略と共に、顧客の立場で 3C の視

点から経営環境を整理する。目的の欄では、顧客の経

営課題を具体的に展開し、手段の欄では、解決策とし

て必要な機能やコストなどの制約事項を明確にする。

　これらは、３．２．３節で確認した提案型営業に有

効な要因の中の、２番目と３番目の要件（コラボレ

ーションによる衆知の収集、提案型営業での顧客情

報、進捗、課題の共有）を実現するための構造である。

また、１番目の要件（顧客の課題の適切な把握）を

実現するために、目的欄では価値連鎖マップ（小林・

長田, 2005）を適用している。その概要を図３に示す。
　このモデルは、顧客のバランスト・スコアカード（以

下、BSC と記述）と IT ベンダーの BSC が連携した形

になっている。最終顧客への提供価値を起点として課

題形成を行い、その解決策として IT ベンダーが提供

すべき情報システムの要件に展開する。これを IT ベ

ンダーが保有する商品に対し、ニーズとシステム機能

の２つの視点からすり合わせを行うモデルである。顧
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図２　提案型営業のプロセスモデル
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客は、最終顧客に提供する商品やサービスの QCD を

顧客の競合と差別化するために課題を持っている（図
３の（１）と（２））。この顧客の課題を解決するため
に IT ベンダーが提供すべき解決策（３）を明らかにし、

解決手段として顧客に提供する情報システムに要求さ

れる機能（４）に展開していく。一方、IT ベンダーは

パッケージソフトなどの商品に加え、過去に納入した

情報システムが保有する機能やその固有技術など、今

後商品として展開可能なものを保有している。このモ

デルの中では、情報システムとして提供可能な機能を

（６）に、その機能が解決対象として想定している課

題やニーズを（７）に表す。そして、顧客の課題解決

のニーズから展開された要件（（３）と（４））と、IT

ベンダーの持つ課題解決策（（６）と（７））とを比較し、

すり合わせを行う。具体的には、顧客のニーズと商品

のすり合わせを、ニーズレベル（（３）と（７））と機

能レベル（（４）と（６））において行うものである。

手段の欄では、制約事項の中で必要機能を実現するた

めに、具体的に QCD の視点から情報システムでの実

現手段を検討する。

　このように、提案型営業として受注までの Plan に

相当する経営戦略共有、課題形成、解決策の提案の各

ステップを行い、受注を獲得する。その後、納入まで

の解決策の実施ステップ、情報システム導入後の結果

の評価ステップ、分析と改善ステップを行っていく。

｢ 結果の評価 ｣ と ｢ 分析と改善 ｣ の各ステップには、

目的のレベルと手段のレベルが存在する。目的のレベ

ルでは、顧客の経営課題を解決するために、情報シス

テム導入後に当初の目的を達成したかの結果の評価と

分析について価値連鎖マップを用いて実施する。その

分析結果を用いて改善を実施する。手段のレベルでは、

導入した情報システムの評価と改善を QCD の観点よ

り実施する。これは、顧客の経営課題の解決手段とし

ての改善であると共に IT ベンダーの商品の強化にも

つながる。

　このモデルは、上流のステップから下流に向けて順

番通りに推進するわけではなく、顧客からの断片的

な情報を元に顧客の真のニーズを把握することを目的

に、顧客の経営環境や経営課題の把握のために必要に

応じて上流ステップに遡って検討するためのフレーム

ワークである。そして、次の２つのマネジメントサイ

クルが存在する。

１）問題解決の手段を導入するためのマネジメント

       サイクル

　顧客の顕在ニーズを解決するために、手段として情

報システムを適用する時のマネジメントサイクルであ

る。顕在化した問題は解決されるが、顧客の真の経営

課題が解決されるかは、不明である。（図２の④→⑤
→⑥→⑦のマネジメントサイクル）

２）経営課題解決という目的達成のためのマネジメン

　　トサイクル

　顧客の経営課題解決を目的としたマネジメントサイ

クルである。顧客の経営課題が解決されたかを継続的

に評価し改善を行う。（図２の①～④→⑤→⑧→⑨の
マネジメントサイクル）

４．提案型営業プロセスモデルの検証

４．１　検証方法
　作成した提案型営業のプロセスモデルを、Ａ社にお

いて実際の提案型営業の活動に適用して検証を行っ

た。Ａ社には、従来このような仕組みはなくこの検証

は新たな取組みとなる。

　Ａ社における検証は、以下の手順で行う。最初に、

担当者に提案型営業のプロセスモデルの説明する。次

に、プロセスモデルを記述したワークシートに提案型

営業の推進における具体的な行動を記入するように依

頼する。そして、担当者に実際に活用してもらい、実

際の使用方法を確認し、このモデルがどの程度適合す

るのか、また可視化のツールとしての有用性と利便性

に関してヒアリングを行う。

　さらに、専門家の意見収集を目的に、IT コーディネ

ータ※２協会にて本プロセスモデルの説明を行い、意見

収集をする。

４．２　Ａ社の営業プロセス
　Ａ社では、顧客別の営業担当が各分野の専門の SE

と組んで提案型営業を行っている。顧客担当の営業

が、顧客企業内の情報を入手し、その対象分野の専門

の SE を伴って顧客のニーズを聞き、提案を行うとい

う形態を取っている。

４．３　提案型営業プロセスモデルの有効性の確認
　Ａ社の担当者に、提案型営業の活動の中でプロセス

モデルのステップごとにその活動内容を具体的にワー
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図３　目的欄の拡大（価値連鎖マップ）



66

日本MOT学会による査読論文（2012-1）

クシートに記入するという形で活用してもらい、活動

後に、本プロセスモデルの適合度と有用性、利便性に

関してヒアリングを行った。

　Ａ社の５つの事例で実際にこの提案型営業のプロセ

スモデルを活用し、その有効性について検証した。検

証の対象となる事例は、デバイスを製造する顧客企業

における最終顧客への商品情報提供システムや、営業

支援システムに対する提案型営業である。

　Ａ社の事例において、提案型営業のプロセスモデル

は、次のような方法で適用されていた。担当者は最初

に、顧客からの要望、営業部門の顧客に対する行動、

開発部門に対する行動、それに対する開発部門の行動、

競合の行動などの実際に提案型営業で行った行動や収

集した情報を時系列に書き出していた。その後、それ

らがこのプロセスモデルのどこに該当するかを考えて

記入していた。プロセスモデルの中で空白となる部分

については、本来行うべき行動を明確にし行動した結

果を記入していた。

　提案型営業で重要なステップである課題形成ステ

ップと解決策の提案ステップにおける、本プロセス

モデルの活用について述べる。一例として最終顧客

への商品情報提供システムを提案した事例を用いて

説明する。課題形成ステップでは、価値連鎖マップ

を用い、顧客の課題（ニーズ）と IT ベンダーの商品

（シーズ）の整理をして、営業と開発のすりあわせを

行っていた。最終顧客への迅速な回答という顧客の

課題を解決するために、顧客の業務プロセスを具体

的に作成し、必要なシステム機能を洗い出していた。

一方、IT ベンダー内では、類似案件を見つけ、開発

部門と検討を行い、IT ベンダーとして商品化する方

向で社内の協力を取り付けていた。また、解決策の

提案ステップでは、顧客のニーズから展開された必

要機能をQCDの制約事項から整理した上で、その制

約の中で実現するための具体的な解決手段を検討し

ていた。

　この事例は、提案型営業を行い受注に成功した事例

である。そして、この事例で開発した機能は、IT ベン

ダーの商品として他の顧客への水平展開を計画してお

り、IT ベンダーの商品として企画ステージから開発ス

テージに強化されていた。残りの４事例についても同

様に活用方法と効果を確認した。

　このように本プロセスモデルをＡ社の全５事例へ適

用した後、ヒアリングを実施した。本プロセスモデ

ルを実際に活用した担当者からの評価を以下にまとめ

る。

（１）実際に行った活動を提案型営業のプロセスモデ

ルに当てはめ整理することにより、活動が、提案型営

業のプロセスの中でどの位置付けにあるかが確認で

き、さらに実施すべき作業が明確になる。

（２）最終顧客からの課題の連鎖が把握できることに

より、顧客の課題の解決に有効である。また、自社の

商品戦略とのすり合わせにも利用できる。

（３）評価のステップでは、課題形成ステップで作成

した価値連鎖マップを使うことで、顧客の課題が解決

されたかの確認ができる。また、商品の視点では、納

入した商品をQCDから評価することが可能である。

（４）個人活動になりやすい営業活動のプロセスを可

視化し情報共有することで、組織内での推進の進捗や

課題が共有でき、開発部門を含め組織として提案型営

業が推進できる。

　Ａ社の検証において、提案型営業プロセスモデルは、

実際のプロセスに適合しており、提案型営業のテンプ

レートとして上記の点で有用であり、提案型営業を推

進するにあたって利便性があることが確認できた。

　また、専門家からの意見収集と改善を目的に、IT

コーディネータ協会にて本プロセスモデルの説明と

意見収集を行った。IT コーディネータ協会の専任者

と、実際に現場で活動している IT コーディネータに

対して２回ヒアリングを行った。その評価は以下の通

りである。

（１）提案型営業において、顧客価値創造のための提

案だけでなく、IT ベンダーの商品強化を同時に実現す

るフレームワークとして有効と考える。

（２）現場では、IT による問題解決の PDCA で終わっ

ている場合も多く、上位の経営課題解決の PDCA をい

かに回すことができるかが課題。このフレームワーク

で顧客の戦略、経営課題、IT ベンダーの戦略を２つの

結合 BSC（価値連鎖マップ）で図式化することで、評

価指標を明確にできると有効。

（３）顧客情報、進捗、IT ベンダー内の商品戦略の情

報を、同じフレームワークで共有し、知恵を出し合う

ことで、組織として顧客対応が可能になるであろう。

　このように、実際に現場で活動している IT 活用の

専門家からも、提案型営業のプロセスモデルは、提案

型営業の推進において有効性、利便性があることが確

認できた。このように、提案型営業のプロセスモデル

の適合性とその有効性、利便性を検証した。

５．結論

　顧客との関係性強化の視点では、先行研究において

提案型営業に関する豊富な知見が提供されているが、

IT ベンダー自身の無形資産の強化や商品の強化に関

してはほとんど言及されていない。本論文では、顧客

の課題を解決することによる顧客との関係性強化に加
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え、IT ベンダーの持続的な成長の基盤となる無形資産

と商品の強化を図るための効果的な提案型営業のプロ

セスモデルを作成した。

　最初に文献より、成功事例における顧客と IT ベン

ダーの営業部門、開発部門の行動を分析し、PDCA サ

イクルを用いて提案型営業のプロセスモデルを作成

した。このプロセスモデルをＡ社の事例に実際に適用

し、有用性と利便性を確認した。その結果、本モデル

は、Ａ社の実際のプロセスに適合しており、提案型営

業を推進する上での可視化のツールとして有効であ

ることが確認できた。問題解決の手段を導入するため

のマネジメントサイクルと経営課題解決のためのマ

ネジメントサイクルという２つのマネジメントサイ

クルを同時に適切に回すことが、顧客との関係性を向

上させると共に IT ベンダーの無形資産と商品が強化

され、結果として IT ベンダーの持続的成長につなが

っていく。

　提案型営業のプロセスモデルを、Ａ社以外での事例

に検証の範囲を広げ、改善を進めていきたい。また、

本プロセスモデルをフレームワークとして提案型営業

を推進する場合、どのような要因が成功につながるか

について分析することが今後の課題である。

（こばやし　ひでき、おさだ　ひろし）

《注釈》

※１　総務省は、情報サービス産業の範囲を、「日本

　　　標準産業分類、分類項目名、説明及び内容例示」

　　　で定めている。

※２　IT コーディネータとは、1999 年の通商産業省

（現経済産業省）産業構造審議会「情報化人材

対策小委員会」の答申を受けて設立した制度で

あり、IT と企業経営両方の知識を持ち、経営者

の経営戦略を IT で実現する専門家である。IT

コーディネータは、企業の経営課題を解決する

ために、企業と IT ベンダーの間に立って中立

的な立場で活動している。　

《参考文献》

  1. Carla S. O’ Dell, APQC International Benchmarking 

Clearinghouse, American Productivity & Quality 

Center, “Knowledge management: Consortium 

benchmarking study: final report”，American 

Productivity & Quality Center ,1996, 高橋透 , 福島

彰一郎（共訳），『欧米先端企業のナレッジ・マネ

ジメント』，日本能率協会マネジメントセンター，

2000 年，pp68-72.

  2. Evans, Kenneth R.,et al., ” Relationship selling: 

New Challenges for Today’ s Sales Manager,”

G.J.Bauer al.eds.,Emerging Trends in Sales Thought 

and Practice,Quorum Books,pp31-48,1998.

  3.『会社四季報』，東洋経済新報社，2006 年～ 2010

　　年

  4. 小林英樹・長田洋，「戦略顧客とのコラボレーション

を支援する情報システムの新たな企画方法」，日

本品質管理学会，『品質』第 35 巻，2005 年，

pp126-138．

  ５. 倉重英樹「ビジネスは営業から始まる」，『DIAMOND

 ハーバード・ビジネス・レビュー』 2004 第 29

巻第１号， pp56-63，ダイヤモンド社 .

   6. 『日経ソリューションビジネス』2006/08/30 ～

       2009/01/15 号， 日経 BP社，2006 ～ 2009 年 .

  ７. 恩蔵直人『戦略的ソリューション営業』，ダイア

　　モンド社，2001 年，pp82-90.

  8.  長田洋編，『企業革新を導く経営システムの自己

　　評価』，日本規格協会，2001 年 .

  9.  Philip Koler, “Diagnosing the Marketing 

Takeover” , Harvard Business Review, Harvard 

Business School  Publ ishing Corporat ion, 

1965,11-12, 林　宏子訳， 「顧客志向はクロス・フ

ァンクショナルを求める」『DIAMOND ハーバー

ド・ビジネス・レビュー』，2004 第 29 巻第 2号，

P66-71，ダイヤモンド社 .

 10. 総務省『日本標準産業分類，分類項目名，説明及

　　び内容例示』http://www.stat.go.jp/index/seido/

        sangyo/19-3.htm,2011/11/25 閲覧 .

 11. ㈳情報サービス産業協会，『情報サービス産業白

　　書 2009』， 日経 BP社，2009 年 .

 12. 高嶋克義，『営業改革のビジョン』，光文社新書，

　　2005 年 .

 13.  山梨広一， 「パートナリングマーケーティグンの

　　新しい P」，『DIAMOND ハーバード・ビジネス・

　　レビュー』，2005 第 30 巻第 2号， pp38-48，ダ

　　イヤモンド社 .


